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第三章では、本論文の主要な検討対象である JWG が 2000 年に公表した「金融商品及び
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取引法第 2 条）  







































































る会計基準 26 項） 
 なお、その他ヘッジ会計については、ヘッジ会計は、原則として、時価評価されている
ヘッジ手段に係る損益又は評価差額を、ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで純資産の






（金融商品に係る会計基準 40 項） 
 
＜表 1＞ 






満期保有目的有価証券 満期保有目的金融資産 満期保有有価証券 
子会社・関連会社株式 貸付金および債権 売却可能有価証券 








その他有価証券 公正価値評価、全部 or 部分純資産直入 
その他有価証券 （市場性
のない有価証券） 







品の評価について混合属性会計を使用している。表 1 と、以下に記載した表 3、表 4 を見
ても分かるように、子会社、関連会社株式を除いて、その分類や評価方法についても似通
った点が多いといえる。 
 国際会計基準では、金融商品に関する基準が 3 つある。そのうち、基本的な金融商品の






























































































 本論文での金融商品における JWG基準案とは、金融商品 JWG が 2000 年に公表した「金融商品



































































3.1.2  JWG 基準案の基本原則  
 































































































3.2.2  金融負債評価について 
 









































































































3.3  全面時価会計の合理性 
 





















































明を取り上げてきた。しかし、当該 JWG 基準案には JWG が公正価値評価を推奨するい
くつかの合理性があったにもかかわらず、数多くの反対論もあった。そこで、第四章

















第四章 JWG 案に対する反対論 
4.1  反対論を唱える主体別の議論 
4.1.1  JWG フランス代表団の意見 
 






































































4.1.2  JWG ドイツ代表団の意見 
 





























































4.1.3  JWG 基準案の本体以外で表明された反対意見 
 
 JWG フランス、ドイツ代表団から以外にも、JWG 基準案に対する反対論は出ている。以下では、そ
れらについて述べてみたい。 
 JWG基準案の本体以外で表明された反対意見としては、JWG フランス、ドイツ代表団との重























































りませんでした」とした 2008 年第 3 四半期において、「公正価値オプションを適用した金
融負債に対する自社クレジットの変化による影響額を、観察可能な自社クレジットスプレ
ッドの変動を反映したレートで将来キャッシュフローを割り引くことにより計算」した結
果、第 3 四半期連結累計期間で 600 億円の収益、第 3 四半期連結会計期間で 410 億円の収


































 4.2   フランス、ドイツ代表団などの意見にみられる問題点の整理・分類 
 






















































































































































































































除いた上記 4 つについて反対意見の合理性を見ていきたい。 














































































合の二つについて、JWG 基準案内で使用されている例題を抜粋している（表 5、6、7 を参
照）。 
 例えば、年平均収益率 10 パーセントをもたらす固定金利の 3 年満期の債権に企業が 1，












 期末       
 0 1 2 3 
契約上の将来キャッシュフロー  100 100 1,100 
公正価値（10 パーセントにおける現在価値） 1,000    
     
（「金融商品及び類似項目」結論の根拠 6．59）    
 
 
 次に、第一年度終了時に二年ものの金利が 8 パーセントに変動したとすると、この債券の
現在の公正価値（金利 8 パーセントでの割引現在価値）は、1，035．67 である。従って、






   年度   
 1 2 3 
取得原価の金利収益（利率 10 パーセント） 100 100 100 
利益（損失） 35.67 △17.15 △18.52 
 135.67 82.85 81.48 
    














   年度   
 1 2 3 








利益 35.67 0 0 
 135.67 82.85 81.48 
    




























































































































































































































































































































































































































































































































































対する JWG からの反論、それぞれの合理性を確認しながら、JWG が推奨した全面時価評価
の合理性を検討した。 









































このような金融商品評価に関連するものとして、2009 年 11 月 12 日には IASB が IFRS 第
9 号「金融商品」のフェーズ 1 の最終基準を公表した。フェーズ 1 では、金融資産の分類
及び測定が取り扱われている。これは現行の IAS 第 39 号が適用される全ての金融資産につ
いて適用されているが、公開草案からの変更点として、金融負債がフェーズ 1 の対象外と
された。IASB は、今後金融負債の取扱についても再度検討する予定であるとしているが、
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